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1第 章 計画策定にあたって

なごやか地域福祉２０２０なごやか地域福祉２０２０

「地域福祉」ってなんだろう？

　「地域福祉」は、私たちの日常の生活にとても身近なものです。個々の生活環

境によって地域との関わり方は異なりますが、誰もが少なからず、生活の拠点とし

て、地域で暮らしを送っています。その普段暮らしているこの地域で、私たちが

安心して暮らせるように、一人ひとりがお互いに協力しあうという考え方が「地域

福祉」です。

　今、支える側と支えられる側に分かれるのではなく、誰も役割を持ち、活躍で

きる地域共生社会の実現が求められています。

　地域の住民同士お互いを尊重し、ともに助けあい支えあいながら、地域から

誰ひとり排除されない、誰もがその人らしく安心で充実した生活が送れるような

地域社会を目指して、地域の全ての構成員が主体的に関わっていくことが、私た

ちの目指す「地域福祉」だと考えています。

「地域福祉」を進める主体は誰でしょうか？

　社会福祉法では、地域の課題に対して、地域を構成する「私たち」全員が手

を携えて、互いに役割を分担しながら、地域福祉の推進に努めることが定められ

ています。

　地域の住民や地域の多様な主体が我が事として参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えて丸ごとつながることで、住民一人ひとりの暮らしと

生きがい、地域をともに創る「地域共生社会」の実現が求められています。

　本計画は、この実現を目指して改正された社会福祉法の内容を踏まえて、策定し、取り組み

を進めます。

地域共生社会とは？

社会福祉法（地域福祉の推進）

第4条　地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関

する活動を行う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域

社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分

野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければ

ならない。
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計画の位置づけ

計画期間

　令和２年度（２０２０年度）から令和６年度（２０２４年度）までの５か年とします。

本計画と他の計画との関係

○ 市が作成する「地域福祉計画」と名古屋市社会福祉協議会が作成する「地域福祉

推進計画」とを一体的に策定します。

○ 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29号）に基づく成年後

見制度利用促進計画との整合性を図り、連携した取り組みを進めます。　

人権を尊重した計画の推進

　特定の人を偏見や差別によって地域社会から排除することのないよう、

市民一人ひとりの人権が尊重され、お互いに支えあい助けあえる地域づく

りを目指すことを、最も大切な視点に据えて計画を策定しています。
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「なごやか地域福祉2020」

総合計画・なごや人権施策基本方針

名古屋市成年後見制度利用促進計画
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2第 章 現状と課題

つながりの希薄化と地域からの孤立の問題

・ 地域での住民同士のつながりが薄れてきている、という認識が定着し始め、つなが

りの希薄化や社会的孤立が社会問題となっています。

・ 地域住民が生活課題に気づき、支えあうことができる住民主体の仕組みづくり、専

門職や関係団体との連携が求められています。

以前からつながりは

薄いと思う

40.5%

つながりが薄れて

きていると思う

43.7%

以前からつながりは

強いと思う

6.4%

つながりが

強まってきたと思う

2.7%

その他

4.2%

無回答

2.5%

困ったときに

お互いに助け合う

39.3%

たまに立ち話や

世話話をする

14.8%

助け合うまではいかないが、

親しく話をする

21.3%

顔があえば

あいさつをする

20.4%

特につながりを

持つ必要はない

2.5%

無回答

1.7%

私たちの地域をとりまく現状と福祉課題・生活課題１

　平成３０年度に、以下のアンケート調査を実施し、その結果を計画の内容に反映さ

せています。

○市政アンケート（無作為抽出した18歳以上の市民2,000人を対象）

○団体及び相談支援機関等へのアンケート（1,285の関係団体等を対象）

84.284.2%%

地域の人と人とのつながりの認識

　⇒「薄い」と回答した割合（市政アンケート）

39.339.3%%

地域の人と人とのつながりで望ましい関係

　⇒「困ったときにお互い助け合う」と回答した割合（市政アンケート）
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支援が必要な人と必要な支援が結びついていないことの問題

・ 公的サービスや相談窓口の利用にたどり着くことができない人や必要な支援を受け

ることを拒否する人がいます。

地域福祉活動への参加とキーパーソン等の負担の問題

・ 地域福祉活動に参加する人を増やしていく必要があります。

・ 地域福祉活動の中心として活躍しているキーパーソンをはじめとした一部の　活動

者に負担が集中しています。

ある

22.6%

困り事はなかった

49.5%

ない

23.6%

無回答

4.3%

22.622.6%%

自身や家族の福祉に関する困り事について、相談すること

のできる窓口や機関がわからなかったことがありますか？

　⇒「ある」と回答した割合（市政アンケート）

活動をするときにどのような障害や問題点がありますか？

　⇒「メンバーの不足」と回答した団体の割合（団体等（※）へのアンケート）

※地域福祉推進協議会、策定懇談会関係団体、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、ボランティア団体

活動場所の確保が難しい

活動資金の調達に苦労している

活動メンバーや運営スタッフが不足している

活動メンバーや運営スタッフが固定している

活動メンバーや運営スタッフの活動意欲の維持が難しい

活動がマンネリ化して広がらない

活動に関する助言を求めたいが、相談先がない、もしくは分からない

活動に対する地域住民の理解が不足している

構成団体間の連携が不十分である

構成団体以外の関連団体との連携が不十分である

地域住民に対して活動に関する情報の発信が不十分である

地域で活動する機会を得るのが難しい

その他

10.4%

20.1%

49.1%

34.4%

12.5%

14.8%

2.5%

17.3%

6.9%

9.4%

19.6%

7.1%

7.6%

49.149.1%%
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第2章　現状と課題

私たちの地域における今日的課題２

包括的な相談支援体制の構築

　同時に複数の問題が生じて、複雑に絡み合った課題を抱

えた人や世帯を支援するためには、各機関がそれぞれの範

囲を対応するという仕組みだけでは、中には取り残されてし

まう人や世帯があるため、その隙間を埋める仕組みの構築

が必要です。

地域でともに暮らす人の多様なニーズへの対応

　ひとり暮らし世帯の増加、非正規雇用の増加、外国人市民の増加など生活をめぐる

環境が大きく変化する中、生活していく上で生じる課題は、介護、障害、子育て等にと

どまらず、住まいや就労など「暮らし」の全般に及んでいます。

課題を抱える人や世帯を把握したときの対応の状況

（団体及び相談支援機関等（※）へのアンケート）

※ 地域福祉推進協議会、策定懇談会関係団体、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、

いきいき支援センター・障害者基幹相談支援センター、地域子育て支援拠点・子育て総合相談窓口・

エリア支援保育所、民生委員児童委員

区分

把握状況（件） （ある場合）対応状況（％）

ある ない
自ら

支援した
他に

つないだ
支援でき
なかった

高齢者と障害者の同居世帯で複数の課
題を抱えている人や世帯

２１８ ４６２ ３８．１％ ６８．８％ １５．６％

高齢の親が障害のある子どもの介護をし
ており、支援が必要と思われる人

１６７ ５００ ４１．９％ ７３．１％ １６．２％

支援拒否や自ら相談や利用申請等がで
きない人や世帯

２７２ ３９７ ３１．４％ ６８．６％ ２５．１％

生活に困窮しており、支援が必要と思わ
れる人や世帯

２７３ ３９４ ２５．３% ８７．２% ６．６%

住まいの確保など居住に課題を抱えた
人や世帯

１７８ ４８７ ４２．１% ６５．２% １６．３%

精神疾患を抱えている人又は抱えていると
思われるが、どこにも相談していない人

１９０ ４７６ ４４．７% ６９．５% １６．８%

判断能力が不十分であることにより成年
後見などの権利擁護を必要としている人
や世帯

１５０ ５１９ ３７．３％ ８２．７％ ８．７％

刑務所から出所した人などであって、福
祉的な支援を必要としている人

７６ ５９０ ５７．９% ５６．６% １３．２%

外国人であって、地域とのつながりが持て
 ず、地域から孤立している人

９９ ５６６ ５７．６% ５３．５% １６．２%
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第2章　現状と課題

連携・協働・ネットワーク体制の問題３

大規模災害に備える地域ぐるみの取り組み

　災害への備えには、日常的な地域のつながりや必要な支援を届け

る仕組みなど、地域福祉の推進そのものを基礎として、災害が発生

したときのための助け合いの仕組みを構築しておくことが必要です。

　必要なときに、速やかにつながることのできる地域住民や専門職等相互の関係づく

りが日頃から大切になります。

　名古屋市内のすべての小学校区に設置されている地域福祉推進協議会は、誰もが安心し

て暮らせるまちを目指して、住民が主体的に福祉活動を進めていくための組織です。

　民生委員児童委員、区政協力委員、保健環境委員、老人クラブ、女性会、子ども会、ボラン

ティア、その他の福祉団体などが構成員となっています。

●住民の福祉に対する意識を高める

　広報紙の発行等

●住民の相互理解を深めるための交流

　世代間の交流行事、ふれあい給食サービス、

　ふれあい・いきいきサロン活動等

●住民の困りごとの把握

　住民福祉座談会等

●さり気ない見守りや身近な地域での相談窓口、手助けを必要とする住民への支援

　ふれあいネットワーク活動、地域支えあい事業等

地域福祉推進協議会とは？

ふれあい・いきいきサロンの様子

他の相談支援機関等に相談者をつなぐ際に課題と感じること

（相談支援機関（※）へのアンケート）

※ いきいき支援センター・障害者基幹相談支援センター、地域子育て支援拠点・子育て総合相談窓口・エリア支

援保育所

選択肢 回答割合

「相談者のニーズが複雑化・多様化しており、他制度・施策の

どの相談支援機関等を紹介すれば良いか分からない」
４９．７％

「相談者の個人情報の取扱いが難しい」 ４８．３％

「連携先の業務に関する知識に乏しいため、何をどのように 

支援してもらえるかわからない」
３３．１％
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1
つながり支えあう

地域をつくる

～社会的な孤立を生ま

ない地域を目指す～

つながりの希薄化と

地域からの

孤立の問題

2
一人ひとりの 

「暮らし」を支える 
仕組みをつくる

～支援を求めている人、

手助けが必要な人に必

要な人を支える～

支援が必要な人と

必要な支援が

結びついていない

ことの問題

3
地域で活動する

多様な担い手を育む

～「支え手」「受け手」の

関係を超えて、誰もが活

躍できる地域を目指す～

地域福祉活動

への参加と

キーパーソン等の

負担の問題
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基本目標 福祉課題・生活課題 方向性

3第 章 計画が目指すもの
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①孤立を生まない
　地域づくり

②困ったときに
　支えあい助けあえる
　地域づくり

Ⅰ． 高齢者、障害者、子育て世帯、外国人市民等様々

な住民が交流し、ふれあえる機会の創出

Ⅱ．見守り体制の充実

Ⅰ． 住民が主体的に地域課題に取り組むことができ

る仕組みづくり

Ⅱ． 災害に備える日頃からの支えあいの取り組みの

推進

Ⅲ．避難生活における福祉的な配慮

③様 な々困りごとを
　丸ごと受け止め
　支える仕組みづくり

④地域で安心して
　暮らし続けるための
　支援の仕組みづくり
　（権利擁護の推進）

Ⅰ． 相談窓口や公的サービスの利用促進、連携とア

ウトリーチによる支援の推進

Ⅱ． 丸ごと相談や複合的な課題等を抱える人への包

括的な相談支援の推進

Ⅲ． 生活困窮、住まい、自殺対策の取り組みや犯罪

をした人の社会復帰に関する支援

Ⅰ． 判断能力が不十分な人等への本人の意思を尊重

した支援

Ⅱ． 高齢者、障害者、児童等に対する虐待や配偶者に対

する暴力の予防、早期発見と相談支援

⑤多様な主体の
　参加促進

⑥地域福祉の
　支え手の活動支援

Ⅰ．地域を知ることから始まる地域福祉

Ⅱ． 若者から高齢者までのあらゆる世代、多様な主

体への働きかけ

Ⅲ．多様な主体が活躍できる機会づくり

Ⅰ． 地域福祉活動のキーパーソンをはじめとする活

動者を支える仕組みづくり

Ⅱ．地域福祉活動を支える社会資源づくり

３
つ
の
「
取
り
組
む
べ
き
方
向
性
」
を
支
え
る
連
携
・
協
働
の
仕
組
み
づ
く
り

方策

4第 章 課題解決に向けた私たちの取り組みの展開
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Ⅰ．高齢者、障害者、子育て世帯、外国人市民等様 な々住民が交流し、ふれあえる機会の創出

Ⅱ．見守り体制の充実

第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

方策①　孤立を生まない地域づくり

１） 小学校区を圏域として福祉活動を進めていくための組織である「地域

福祉推進協議会（P６下段）」の周知を図り、その活動を支援します。

２）住民同士のつながりをつくる、住民による活動を支援します。

３）すべての人が安心して生活できる共生型の地域づくりを進めます。

４）同じ悩みを抱えた当事者や家族が出会う場、機会づくりを支援します。

１） 地域福祉推進協議会による「ふれあいネットワーク活動」等の見守り

活動の推進を支援します。

２）地域における多様な見守り体制を充実させます。

３）地域の身近な商店や企業、社会福祉法人などに対し働きかけを行い、

　地域での見守り活動について連携します。

つながり支えあう地域をつくる1方向性

　高齢者サロン、子育てサロンや誰もが参加することのできる共

生型サロンなど、地域には、様 な々サロンがあります。

　熱田区基幹相談支援センターでは、障害がある方と地域住

民との交流の場として、月２回「かよういちサロン」が開催されて

います。

ふれあい・いきいきサロン事 例

　子どもの孤食を防止するなど、食を通じた地域のつながりの

場である「子ども食堂」が増えています。西区のマンナMANNA

子ども食堂では、自治会や学校、企業等、多様な主体の協力を

得て月１回開催し、毎回100名程の参加者があります。

マンナMANNA子ども食堂事 例

　平成26年９月から導入した高齢者見守り協力事業者の登録と

いう簡便な手続きによって、より多くの民間事業者に

ひとり暮らし高齢者の見守り活動に参加していただき、

高齢者の孤立防止活動の幅を広げていきます。

高齢者の見守りにかかる協力事業者登録制度事 例
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Ⅰ．住民が主体的に地域課題に取り組むことができる仕組みづくり

Ⅱ．災害に備える日頃からの支えあいの取り組みの推進

Ⅲ．避難生活における福祉的な配慮

第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

１） 住民の困りごとや生活のしづらさなどを住民が把握し、生活支援に結

びつけるための仕組みづくりを進めます。

１） 大きな災害が起こったときの安否確認や避難の方法をあらかじめ地域

で話し合っておく「助け合いの仕組みづくり」の取り組みを支援します。

１）福祉的な配慮に対応した避難所環境の整備を進めます。

２）在宅避難を支援する仕組みづくりの検討を進めます。

２） 地域の生活支援ニーズを把握し、生活支援の基盤整備と充実を図ります。

３） 地域の課題を自らの事として考え、地域住民等が支えあうことのでき

る地域づくりを支援します。

２） 災害ボランティアの円滑な受け入れと効果的な活動を促進するための

体制づくりを行います。

３） 防災に関する訓練、研修や啓発において、福祉的な配慮を必要とする

人への視点をもって対応します。

方策②　困ったときに支えあい助けあえる地域づくり

　東区矢田学区では、「矢田レンジャー」が地域住民の生活

上のちょっとした困りごとに関する相談を受け付けています。レン

ジャーという名の通り、５名のコーディネーターが交代で相談を

受け付け、対応可能な住民のボランティアの方々につなぎ、困り

ごとの相談に応じています。

地域支えあい事業の取り組み事 例

　昭和区陶生町町内会・自主防災会では、「助け合いの仕組みづく

り」に基づき作成した防災対策名簿について、複数名で共有できる

よう規約を定めています。また、「黄色いリボン」を掲出することによる

安否確認訓練、マンションでの防災訓練の実施や、顔の見える関係

づくりを目的とした屋外型サロン、焼き芋大会等を開催しています。

昭和区陶生町の取り組み事 例
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第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

一人ひとりの「暮らし」を支える仕組みをつくる2方向性

方策③　様々な困りごとを丸ごと受け止め支える仕組みづくり

Ⅰ．相談窓口や公的サービスの利用促進、連携とアウトリーチによる支援の推進

Ⅲ．生活困窮、住まい、自殺対策の取り組みや犯罪をした人の社会復帰に関する支援

Ⅱ．丸ごと相談や複合的な課題等を抱える人への包括的な相談支援の推進

１） 多様な相談窓口やサービスなどをわかりやすく市民や支援者に情報提

供するとともに、担当分野を超えた相談であっても、適切な機関につ

なぐことのできる体制づくりを進めます。

２）サービスの評価や内容の開示を進めます。

３） 身近な生活の困りごとなどを地域で相談しあえる住民相談窓口の設置

を進めます。

４） 相談することができない人や世帯へアウトリーチを行うための仕組み

づくりを進めます。

１）生活困窮者の自立に向けた各種支援を実施します。

２）関係機関・他制度による支援との連携を進めます。

３）生活困窮者支援を通じた地域づくりを進めます。

４） 住宅の確保に配慮を要する人への民間賃貸住宅における住まいの確保

や生活支援等の促進に向けた取り組みを進めます。

５） 自殺の危険がある人のサインに気づき、未然に防ぐ取り組みを推進し

ます。

６） 犯罪をした人の円滑な社会復帰を支援するため、関係機関の緊密な連

携を進めます。

１） 様々な福祉の相談を断らない丸ごと相談や複合的な課題等を抱える人

や世帯への包括的な相談支援を推進します。

２）包括的な相談支援を推進するためのネットワークの構築を進めます。
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第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

方策④　地域で安心して暮らし続けるための支援の仕組みづくり（権利擁護の推進）

Ⅰ．判断能力が不十分な人等への本人の意思を尊重した支援

１） 日頃の気付きから必要な権利擁護支援へとつなげるための取り組みを

進めます。

２） 判断能力が不十分な人が地域で安心して生活が送れるよう金銭管理や

財産保全などを行います。

３） 判断能力が不十分な人の権利や財産を守る「成年後見制度」の利用促

進を図ります。

４） 本人の意思に基づいた本人らしい生活を送るための仕組みをつくり

ます。

５）消費者被害のトラブルなどに関する相談支援を行います。

Ⅱ．高齢者、障害者、児童等に対する虐待や配偶者に対する暴力の予防、早期発見と相談支援

１） 虐待のない地域社会を目指して、一人ひとりを地域全体で見守る機運

を高めます。

２） 高齢者、障害者、児童等に対する虐待や配偶者に対する暴力の予防、

早期発見、相談支援などを行います。

　平成２５年４月に施行された「名古屋市児童を虐

待から守る条例」では、毎年５月と１１月を「児童虐待

防止推進月間」と定めており、様 な々取り組みを実施

しています。

オレンジリボン
キャンペーンの取り組み

事 例
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第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

地域で活躍する多様な支え手を育む3方向性

方策⑤　多様な主体の参加促進

Ⅰ．地域を知ることから始まる地域福祉

１） 福祉と接点がない人も福祉に関心を持つきっかけとなる機会をつくり

ます。

２）地域に関する情報や配慮・支援に必要な情報を発信します。

３） 私たちの住む地域を学び、地域のために活動をする意欲と技能を高め

るための学習機会の提供を進めます。

４）学校や地域における福祉教育・福祉学習の推進を図ります。

Ⅱ．若者から高齢者までの多様なあらゆる世代、地域で活動する多様な主体への働きかけ

１）地域の課題に対して、地域住民自らが支え手となることを支援します。

２） 若者が地域福祉活動を体験し、継続した活動につなげることができる

ように支援します。

３） 高齢者や退職前の勤労者に対して、地域支えあい事業などの地域福祉

活動への参加を働きかけます。

４）社会福祉法人等による地域における公益的な取り組みを促進します。

５） 地域のおいて、商店や企業等が地域活動や社会貢献活動に参画してい

けるよう支援します。

　未来を担う若者を育み、地域貢献意欲を高めるため、名古屋

市内の大学の地域連携等支援部署の担当者がつながり、若者

（大学生）のボランティア活動や地域福祉活動の意義や支援

方法等について協議・共有する場「なごやか地域福祉・大学ラ

ウンドテーブル」を年３回程度実施しています。

なごやか地域福祉・大学ラウンドテーブル事 例

Ⅲ．多様な主体が活躍できる機会づくり

１） 地域福祉活動やボランティア、ＮＰＯ活動の様子を市民に分かりやす

く伝え、参加意欲の向上を図ります。

２）多様な主体が参加しやすい活動の条件や環境の整備を検討し

ます。
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第4章　課題解決に向けた私たちの取り組みの展開

方策⑥　地域福祉の支え手の活動支援

5第 章 計画の進行管理と評価

推進体制

　本計画の進行管理・評価は、市及び市社協が一体となって設置する進

行管理のための幹事会・ワーキング及び市民、各分野の活動関係者及び

学識経験者等から意見を聴取するための地域福祉に関する懇談会により

行います。

Ⅰ．地域福祉活動のキーパーソンをはじめとする活動者を支える仕組みづくり

１） 一部のキーパーソンや活動者に負担が集中している現状を少しでも軽
減する取り組みを実施します。

２）キーパーソンや活動者に対し専門的な助言や支援を行います。
３）キーパーソンを担う人材のための研修を実施します。
４） 課題の多様化に対応するため、分野に特定されることなく、様々な活動

者が一緒になって取り組んでいく協働の場をつくります。

１）相互理解を図り、顔の見えるつながりづくりを支援します。
２）地域や分野を超えた連携・協働を進めます。
３）地域福祉活動のための個人情報の共有のあり方を引き続き整理します。

　今回の計画をつくるために、策定懇談会における様々な団体の

代表者や市民の方々、市と市・区社協の様 な々部署の職員がともに

地域福祉を考えてきました。地域福祉の取り組みにあたっては、計画

をつくることも大切ですが、そのためにお互いの顔を見ながら話し合

うことで生まれる関係が重要なポイントです。

連携・協働による地域福祉の推進を目指して事 例

Ⅱ．地域福祉活動を支える社会資源づくり

１）地域福祉活動の拠点づくりを進めます。
２）地域福祉活動を行う団体等へ助成や支援を行います。

方策を効果的に推進するための取り組み

３つの「取り組むべき方向性」を支える連携・協働の仕組みづくり３つの「取り組むべき方向性」を支える連携・協働の仕組みづくり
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1第 章 計画策定にあたって

名古屋市成年後見制度利用促進計画名古屋市成年後見制度利用促進計画

計画策定の背景１

成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害などにより、判断能力が十分

でない人の権利を守り、生活や財産を法律的に支援する制度です。

成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進すること

を目的として、平成２８年５月に施行された「成年後見制度の利用の促進に関

する法律」では、市町村は、国の定める「成年後見制度利用促進基本計画」を

勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策

についての基本的な計画を定めるよう努めるものとされています。

これらを踏まえ、支援が必要な人を適切に成年後見制度へつなぎ、その人の

権利が守られる地域づくりを目指し、「名古屋市成年後見制度利用促進計画」

を策定するものです。

計画の位置づけ2

本計画は成年後見制度利用促進法第１４条に基づく本市の成年後見制度の利

用促進に関する基本的な計画です。また、「なごやか地域福祉２０２０（第３

期名古屋市地域福祉計画・第６次名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画）」

との整合性を図り、連携した取り組みを進めます。

計画期間3

令和２年度（２０２０年度）から令和６年度（２０２４年度）までの５か年と

します。

計画の策定体制4

本計画は、法律・福祉の専門職団体、相談支援機関、家族会等の代表者で構

成する、「成年後見制度利用促進に関する懇談会」の意見などを踏

まえ策定しました。
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2第 章 現状と課題

本市における現在の取り組み１

（１） 成年後見あんしんセンターの運営（専門相談、広報 ･啓発、市民後見人養成等）

（２）成年後見制度利用支援事業の実施（市長申立事務、後見報酬等の助成）

（３）相談支援機関による権利擁護支援の実施（相談対応）

本市における成年後見制度の利用促進に向けた課題2

・ 成年後見制度の利用者数は認知症高齢者等の数と比較して著しく少なく、また、

身上保護等の福祉的な視点に乏しい運用がなされているものもあると指摘されてい

ます。

・ 本市においては、成年後見あんしんセンターの運営や成年後見制度利用支援事業

の実施などにより、成年後見制度の利用促進に取り組んできましたが、市民後見

人候補者や成年後見制度利用支援事業の利用者は増加傾向にあるものの、市民

後見人の受任件数が候補者に比べ少ない等、更なる取り組みが必要な状況も見受

けられます。

・ 平成３０年度に実施したアンケート調査の結果では、成年後見制度の利用が必要

と感じていながらも、制度に関する理解が十分でないことや、相談窓口や申請機

関が分かりにくいことなどから、成年後見制度が市民にとって利用しづらい面があ

ると考えられます。

・ また、申立等に必要な書類の作成が煩雑であることや、制度利用の判断の難しさ

なども、成年後見制度を利用する上でのハードルとなっていると考えられます。

・ このほか、財産管理以外のメリットを感じにくいことや、本人に寄り添った身上保

護に対する不安があることも、成年後見制度の普及が進まない要因の一つと考え

られます。

【本市における成年後見制度の利用者数】

後見 保佐 補助 任意後見 合計

2,325人 416人 157人 60人 2,958人

※名古屋家庭裁判所が管理している市内居住者（平成30年12月末現在）

【市民後見人養成・受任状況】

養成者数 候補者バンク登録者数 受任件数

188人 124人 33人

※平成30年度末現在
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3第 章 計画が目指すもの

今後の成年後見制度利用促進に向けた課題

１　成年後見制度の正しい理解の促進

２　制度利用に係る専門的支援の充実

３　身上保護を重視した支援の仕組みづくり

これらの課題を踏まえ、成年後見制度の周知や相談窓口の広報に引き続き努

めるとともに、支援者や親族等への個別の相談支援や研修等の充実を図る必要

があります。

また、適切に身上保護を行うための後見人等候補者の推薦に関する仕組みや、

後見人が支援者の輪に加わるなど、チームとして連携した支援を行う必要があ

ります。

第2章　現状と課題

基本理念１

人権が尊重され、誰もがいきいきと暮らし、活躍できるまち、

名古屋を目指して

基本目標2

認知症、知的障害、精神障害などで判断能力が不十分な人が必要な支援を

受けながら、一人ひとりの意思が尊重され、自分らしく生きていくために、地域

における連携した支援の仕組みづくりを推進します。
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4第 章 取り組みの方策

権利擁護支援が必要な人の意思が尊重され、成年後見制度を自分らしい生活を

実現するための制度として利用できるよう、現在の取り組みを引き続き実施する

とともに、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を図ります。また、その

中核となる機関（以下「中核機関」という。）を設置し、成年後見制度の利用促

進に関する取り組みや、地域課題の検討等を行う協議会の運営を担います。

権利擁護支援の地域連携ネットワークの仕組みづくり１

　「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」、「早期の段階からの相談・対応体

制の整備」、「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する

支援体制の構築」という３つの役割を念頭に、地域における既存のネットワー

クも活用しながら、地域のチーム、中核機関、協議会が有機的に連携し権利擁

護が必要な人を地域全体で支援する仕組みづくりを進めます。

中核機関の設置2

成年後見あんしんセンターを中核機関に位置付け、地域連携ネットワーク全

体のコーディネートを担うとともに、広報・啓発をはじめとする様々な事業の

実施により、成年後見制度の利用促進に取り組みます。

【中核機関が行う取り組み】

 （１）広報・啓発

 （２）相談受付・アセスメント・支援策の検討

 （３）成年後見制度の利用促進

 （４）後見人等への支援

協議会の設置3

中核機関が主体となり、専門職団体・関係機関等による協議会を設置し、構

成団体間の連携強化を図るとともに、中核機関の取り組み等に対する協議や、

地域の「チーム」への支援等を通じて把握した地域課題の情報共有や支援策の

検討等を行います。

【協議会の主な役割】

 （１）中核機関の取り組みや課題等に対する協議

 （２）家庭裁判所との情報交換・調整
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5第 章 計画の進行管理と評価

本計画の進行管理・評価は、法律・福祉の専門職団体、相談支援

機関、家族会等の代表者で構成する「成年後見制度利用促進に関す

る懇談会」に事業実績等を報告し意見を聴取することにより行います。

第4章　取り組みの方策

など 

成年後見あんしんセンター（中核機関） 

権利擁護支援の課題について

対応できるよう、専門的支援を実施

チーム会議

ケアマネジャー
相談支援専門員 

いきいき支援Ｃ
基幹相談支援Ｃ

 

 

医療関係者
 

地域の
チーム

 

 

福祉関係者
 区役所福祉課

保健センター等

民生委員等
地域住民 

本人 後見人等

チーム会議において支援方針等

を検討・決定し、各職種が連携

を図りながら、本人を支援 

サービス調整会議 

地域ケア会議

（個別ケース検討会議）

障害者自立支援連絡協議会

（相談部会等）

虐待防止ネットワーク支援会議 

 

協  議  会

[法律･福祉の専門職団体、関係機関、家庭裁判所 等]

　 ・中核機関の取り組みや課題等に対する協議

　 ・家庭裁判所との情報交換・調整 

地域連携ネットワークのイメージ

【専門的支援】
　専門職団体の協力や、協議会の意見を聴きながら、以下の取り組みを実施

① 広報・啓発    ② 相談受付・アセスメント・支援策の検討

③ 成年後見制度の利用促進  ④ 後見人等への支援
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成年後見制度には、法定後見制度と任意後見制度があります。

法定後見制度は、本人の判断能力が不十分となった後に、家庭裁判所によっ

て成年後見人が選ばれる制度です。本人の判断能力に応じて、「補助」、「保佐」、

「後見」の３つの類型があります。

成年後見人等は、本人の意思を尊重し、本人の心身の状態や生活状況に配慮

しながら、本人に代わり、財産を管理したり必要な契約を結んだりすることに

よって、本人を保護・支援します。

　　 

 

任意後見制度は、本人に十分な判断能力があるうちに、あらかじめ本人が選

んだ人（任意後見人）に判断能力が低下した場合に代わりにしてもらいたいこ

とを契約で決めておく制度です。

類型 補助 保佐 後見

対象
判断能力が

不十分な人

判断能力が

著しく不十分な人

常に判断能力を

欠いている人

財産管理（本人の財産の管理に関する事務）

成年後見人

等の職務

身上保護（本人の生活、療養看護に関する事務）

（参考）成年後見制度の概要
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